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要素増大的な生産関数についで

木　　藤　　正　　典

1．　はしがき

　最近の十数年閻に急速に発展した新占典派成長論は，均衡的成長の問題であ

り，成長の原動力は労働力の増大と技術進歩とである。技術進歩に関してはま

ず，ピックス或はハロッドの提唱した中立的技術進歩の場合が取りヒげられた。

しかしながら・現実の経済が・その様に限られた形の技術進歩のみを行うとは

考え難く，当然の事として，非中立的な技術進歩が新古典派モデルに登場する

に至った。即ち，Kennedy　（〔5〕）やその他の学者によつてinnovation

possibility　functionが導入され，　Drandakis－Phelps（〔2〕），Samuelson

（〔6〕），天野（〔1〕）等によつて中立でない技術進歩の場合での均衡的

経済成長理論が展開された。その場合に基礎となる生産関数が要素増大的な生

産関数（Factor　Augumenting　Production　Function，　以下F　A生産関数

と暑記する）である。

　FA生産関数は技術進歩による生産関数のshiftを資本と労働との生産力の

増加を示すパラメーターで表わす生産関数である。FA生産関数は，その特殊

な場合として，ピックス或はハロッドの中立の場合を含んでいる事等よりして，

技術進歩理論には極めて適切な生産関数である。しかしながら，innovation

possibility　function　と結合され，更に技術進歩速度最大の条件のもとで定ま

る均衡成長においては，生産関数そのものは初期値を定めるには有用であって

も，それ以上の意味は失なはれるのである。即ち理論の重点は生産関数から

innovation　possibility　functionに移るのである。以下それらの事項に連関し

てFA生産関数の性質およびその均衡的成長経路との関係について考えたい。
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　2　FA生産関数

　資本量をK，労働量をLとし，それらから生産される1っの生産物の量をY，

時間をtにて表わし，生産関数を

　　　　　　　　　　　Y＝F　（K，L，　t）・……………・…・………（2．1）

にて表わす。なほ以後関数はすべて必要な回数まで連続的微分可能であるとす

る。YはK・Lに関してm次同次関数（m＞o）であると仮定し，　YのKまた

はLに関する偏導関数をY，またはYLにて表わすこととする。以下において

K・L・Y・YK・YLはすべて正であると仮定する。更に第2次偏導関tw　YK　K

は負であると仮定する．まt・Y等は吾等を，9等はYの増加叫・群等を

示す。次に若干の量を定義する。

R一睾

α＝墨上

　　Y
δ一￥
k　・・昏

t・－
i

　　　dk

（技術進歩率）

（資本生産弾力性）

（労働生産弾力性）

（資本労働比率）

（限界生産力比率）

　　　　　　　　　　　ρ一（π・凱一＿定（螺代騨力性）

以上より

　　　　　　　　　　　α＋b＝m……一……・・………………………（2．2）

　　　　　　　　　　　各一号………………………・………・・…………（2・3）

　　　　　　　　　　　Y＝R十αK十bL……………・・…・…………（2．4）

等の関係式が成立する。

（2．1）はKとLのm次同次関数であるから

F（k，1，t）＝＝f（k，　t）

とおけば

　　　　　　　　　　　Y＝LmF　（k，　1，　t）＝＝Lmノ　（k，　t）

となり，容易に知れる様にα，b，ω，ρはk，　tのみの関数となる。　（〔4〕）

逆にそれらの何れかがh，tのみの関数としてあたえられれば生産関数（2．1）

が確定する。（〔4〕）
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　次に（2．1）がFA生産関数であるときは

　　　　　　　　　　Y＝F　（AK，　BL）…………・……・・………t（2．5）

で表わされる。ただしA，Bは何れもtの関数であつて正であるとする。

そのときは

　　　　　　　　　　　　A　　　　　A　　　　　　　　　　R＝αA十bB…………………………………（2．6）

なる関係が成立する。　また

　　　　　　　　　　ゐ一舘（類資本労働比率）

とおき

　　　　　　　　　　F（h，1）＝9（h）

とおけばFの同次性より

　　　　　　　　　　Y＝＝（BL）mg　（h）

となり，α，b，ρはhのみの関数となる。　（〔3〕）

逆にあるtの関数C（t）に対して，αがC（t）hのみの関数としてあたえられれば

生産関数（2．5＞　が定まる。（〔3〕〉　同様にρに関して次の定理が成立する。

　〔定理1〕　ρがαのみの関数であれば（p＝一定の場合も含む〉。

αはCωκのみの関数となる（ただしα＝一定を含む）。ここにC（t）はあるt

の関数である。従ってρはC（t）kのみの関数となり，それに対応する生産関数

はFA生産関数である。逆にFA生産関数に対してはρはαのみの関数である。

　〔証明〕　曾）前半の証明

　まずρ一一定なら生産関数はCES生産関数でありFA生産関数である。故

にαはC（t）kのみの関数となる。（ρ＝＝　1ならCobb－Douglas生産関数であり

α零一定である。）

さて

とおけば（2．3）より

従つて

以下ρギー定とする。

＃－v

故にρはvのみの関数でもある。故に

　　m－一αv　＝
　　　α

　　　α＝＝　T・：F丁

1＝H（v）
ρ



　　　　　　　　　　　要素増大的な生産関数について　　　　　　　　（283）T41一

とおけばρの定義式より

　　　　　　　　　　　農一ナ・f－H（v）・v…………・・…・………（2・7）

然るにω　・＝　kvより

　　　　　　　　　　　鴛一叶暗÷

故に（2．7）とより

　　　　　　　　　　　k｛十／　－v｛A（v）－1｝

然るにρキー定より　Hb）－1キ0であるからこれを解いて（C（t）は積分定数）

　　　　　　　　　　　1・gC（t）k　・－fi｛H寄一1「θ（v）……（2・8）

et（v）キ0だから　　　　　　　f

　　　　　　　　　　　v＝θ一1　｛logC　（t）k｝

従つて　　　　　’　　α＝α　｛C（t）k）

　（ロ）後半の証明

　逆は明らかに成立する。何となればFA生産関数ではρはhのみの関数であ

るが，　（2．5）に対しては

　　　　　　　　　　　α一辮ん一・・……・…・・一………∴…・…（2・9）

eなる．故に藷キoであればhは・の蹴として定まる・従ってPは・の関

数となる。次に｛鋒一〇ならα＝一定だから（2．5）はCobb－Douglas生産関

数となりρ＝1である。

　〔定理2〕　あるtの関数C（t）’に対して，ρがC（t）kのみの関数であれ
へ

ば（ρ＝＝　一定を含む），それに対応する生産関数の中にはFA生産関数が存在

する。

　　〔証明〕ナ・・　J（cωん）

とおく。従つて

　　　　　　　　　　　票一J（c2£（．tLkt）k）dk

故に　　　一crl）・xp〔∫J（Cl¢）k）dh）……（2．1・）

ただし積分定数はC、／C（t＞の型にとるものとする。なほC・は定数である。故に

　　　　　　　　　　　V÷e－SIIti）k・xp〔∫J（9f（！）k）dk）

故にC（t）k＝・　hとおけば
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F轟）・xp〔∫聖dゐ〕

故にvはC　（t）kのみの関数となる。従つてαもC（t）kのみの関数となり生産

関数はFA生産関数である。

．以ヒよりα又はρがC（のkのみの関数である事が，同次FA生産関数であ

る事の必要十分条件である事が知られる。次に2，3の具体例を示す。

（1）・一ψ｛C（t）k）の場合（ただし鴛キ・）

　　　　　　　　　　　C（t）k＝・んとおけば（2．9）より

　　　　　　　　　　　淵ん一ψ（h＞

故に　　　9（h）－G（‘）・xp〔ブ準dh〕

であれば。例えば

　　　　　　ψ（t）－Eん淵H（ただしEHキ・，H－DE‡・）……（2．11）

のときは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　b　　　　　　　　　　　　　1　D
　　　　　　　　　　　g　（h＞＝G　（t）　hπ　　（Eh十H）百耳

である。従つて
　　　　　　　　　　　F－（AK）書（BL）・一巷（EAK＋HBL）蓋；P・．…（2．12）

EH＝0のときは
　　　9ω一Gωh・e・，（E・・O，H－＝1）故にF－（AK）1（BL）m－De台｛

2は9（h）－Gω醜，（H－。）撚F－（AK）達（BL）・一㌔一謙

となる。また

　　　　　　　　　　　ψ（h）－Eh降H……・…・・…b’・…・……・…・…（2・13）

なら　　　9（ん〉－G（t）｛Ehh＋Hlπ

従つて　　　F－（AK）R（BL）・－B（E飴＋H）－P・∵…（2．14）

となる。

　（2）ρ＝＝ρ　（α）の場合（ただしρ￥1）

　　　　　　　　　　　vtm2－iLa・ナHω・C（t）　k一ん

とおけば（2．8）より

　　　　　　　　　　　1・gh－∫。｛Hd基）－1｝一θ（V）

例えば
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　　　　　　　　　　　ρ一ca，　（c＝定数）………………・……∴…（2．15）

であれば

　　　　　　　　　　　H（・ト吉一も早

故に・θ（V）＝・fi（謂一，m）＝－2・9（涌一，m）告

　　　　　　　　　　　　　　　　　　α一1故に　　　　　　　　v＋1一去＝ゐ

ただし　　　　・一詣

　（イ）αキ1の場合は

　　　　　　　　　　　　＿　m　＿L9＝LE二1）
　　　　　　　　　　　α一叶一1－÷ゐ・－1

となり，（1）より　　　　　　　　　　　、

　　　　　T　　g（ん）－Gω（h－il－ha）・

となり

　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　B＝G（t）in，A＝B・C（t）

とおけば

　　　　F（AK，　BL）一「（AK）・li　－i（器）1一α｝耽・・……（2．16）

となる。

　（ロ）α＝1の場合は

　　　　　　　　　　　θ・ωイ阜一㌢一1・gh

より　　　　　　　　　　　9（ん）＝＝G（t）hm（209h－1）m

となり　　　F－（AK）・2・9｛（離）－1｝m

となる。

（3号一J｛C（t）k｝の場合

（2．1・）より　ω一論）・xp〔∫準）dh〕・

例えば　　　ρ一ii｝1：＋tilkDH………・………一……・・…一一（2・17）

のときは　　一諦静＋D）E　’ll一
となる。　号・・　U，E－VとおけばU，Vの特別な値に対しては次の糸課を

得る。　（〔4〕）

　　　U－1，V－0ならF－P・K・ILβ（1＋Qbβ

　　　U－1，V－2ならF－PK㌦β（1＋Q釜）－a

o
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　　　U－・・V－1ならF－P・KαLβ（1＋Qk）・

　　　U＝＝　2・V－1ならF－PK°Lβ（1＋Qk〉“

ただし，何れの場合もP，Qはtの関数であり，α，βは何れも定数であつて

　　　　0＜α〈m，0＜β〈m，α十β　＝＝m

である。なほ（2．18）の場合は，何れもαはhの1次分数式となり（〔4〕），

（2．11＞又は（2．13）　　（U＝1，V－2の場合のみ）にて表わされる。これ

等の場合は何れもρもaもhのユ次分数式であるが，（2＞の（2．15）の場合は起

り得ない。

　3　均衡的成長径路

　本節では，生産関数が（2．5）　であたえられる場合の均衡的成長径路につい

て考える。まず（2．5）より

　　⑤一」雫上㊨一㊨一↑）…………………………（3．1＞

なる関係が得られる。さて動学的均衡条件としてDrandakis－Phelps（〔2〕）

に従つて次の仮定を設ける。なほλ，μ，り，Sはすべて非負の定数である。

　〔仮定1〕

　〔仮k’　ll〕

　〔仮定㎜〕

　〔仮定IV〕

　〔仮定V〕

動する。

〔仮定1〕，

L＝λL

K＝＝se－vtY一μK，・（0＜s＜1，0≦μ＜1）

m〈1のときはρ＞0①

　　　　　　　　　　ノBニ・g（A），9（0）＞0，q（穴）〈0，〆（穴）〈0

　　　　　　　　　　　ハ　　　　　ハ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　　　A
α一一一定のとき　R　・＝aA十bBが最大となる様にA．Bが変

〔仮定ll〕はL，　Kの時間的変化を示すものであり，8σレεはtと

①（2．5）より

　　　　　｛mg－9’h｝9’
　〃＝｛（rm1）9・－mg～π

を得る。然るにm≧1でbれば

　　YK＞O，　Y．＞0，YKK〈0

より右辺の分子分母は共に正となり，・＞Oとなる。結局仮定mより常に。＞0

0となる。
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共に減少する貯蓄性向を示す。　〔仮定皿〕は当然の事であり，　〔仮定W〕は

innovation　possibility　function　の仮定である。また〔仮定V〕は技術進歩速

度最大の仮定である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　以上の〔仮定1〕一〔仮定V〕のもとでは次の様なα，kに関する連立微分

方程式が得られる。　（〔3〕参照）

　　　b　一　－q（mL＝1afKh）p（1『ρ）｛G（・）－K｝

　　　　　　A　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　　　ム　コ　　　K＝　（K十μ）（1一α）｛H（a）トKl

　　　　　　A　　　Aただしll；翼抽嵩・一・）λ｝・……………・一（3・・3）

　　　　　　Aである。なほAとaとの間には

　　　9のトーα……………・……・・…………・…………一・…・一（3．4）
　　　　　　　　mm－a
　　　　　　　　　　　　　Aなる関係があり，これよりAはαの関数として定まる。従つて〔仮定IV〕より

ABもαの関数となる。従つて

　　　（y（α）＜0。・・・・・・・・・…　。・・・・…　。…　。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　。・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．5）

　　　　　　　　　　　　A　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ
　　　H’（・）－H樽（α）・・A±m十。辱＋λ・｝vニ…一…・・……（3．6）

　　　　　　　　　　　　　　　．K
なる関係が成立する。b＝0，K＝0となる成長径路を均衡成長径路と呼ぶこ

　　　　　　　　　　　　　A　　　　　　　　　　　　　　　A
ととし，それに対するα，Kの値をα廷，KXtすれば（3．2）より

　　　Aメ　　　K＝G（♂》・＝H（♂）

である。　（以下均衡値にはすべてXを付す。）

　　　　　　　　　A　　さて（3．4）　よりAはαの関数として定まるが，それは生産関数とは無関係で

ある。従つて（3．3）より

　　　K㌔＝G（♂〉＝H（aK）

として定まるαx，Kわ）値は（2．5）　とは無関係である。従つて（2．4）　より

　　　AX　　Aギ　　　Y＝K十レ
　　　↑夢＝aX－1～㍉一「～を＝ソ　　　　　　　　　　　・…　。・…　。・・・…　∴・・…　。・。・・…　。…　。・・。…　　（3．7）

　　　Aダ　AX　　　　　　　AX　　　　　　　　　　　　AX　　　Y＝b一λ十Y＝K十v一λ

となり，均衡的成長径路は（2．5）　に無関係となる¢均衡的成長径路を定める

②ただし，それらの初期値¢漏t。に対する）は②．S）を満足せねばならない。
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　　　　Aものは例A）の関数型・労働力成長率λ・資本減耗率μ，貯蓄性向減少率レであ

る。λ，μ，レは比較的に安定した小さい値であるから，成長径路に最も大き

　　　　　　　　　　　　Aい影響をあたえるものは9（A）の関数型即ちinnovation　possibility　functionであ

る。従つて技術進歩のあり方が最も影響力が大きいのである。しかしながら9

A（A）のみでなく，G（α）或は（3．4）　の逆関数盆一X（α）をあたえても均衡的成長径

路は定まる。即ちG（α），X（a）も技術進歩を規定するものである。次にそれらの

具体例を示す。

　（1）q（A）＝g一盆2，m＝・・　1の場合。（gは正の定数）この場合は（3．4）　より

　　　盆一拮丁
故に・－1旱転

を得る。またG僧一H併）より

　　　Aま
　　　A＝ン

を得る。故に

　　　AX　　　K＝9十ll一レーv2
　　　A　　　　　　　　　　　Aド　　　　　　　　　　Aア　　　　　　　　　　　　　　　　　AX　　　Yk＝＝v　（＝A）　，YL＝g一γ2（：＝B　）

　　　　Aア　　　　　Aメとなり，A，BはそれぞれK，Lの限界生産力の均衡増加率を示す曾

（2）G（・）書の場合（Nは正の定数）

（3．6）より

甘（・）「響一一課一1望。）。、

この微分方程式を解けば

　　　H（・）「瞥乳「（Cは臆定数）

故に（3．3）とより

了翻ゴ）6＋λ）一旦＋c＋γ｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　α

③体系が安定なときは

　IimA一熊、
　t’co
でなければならない。なほm＝1であれば常に
　　Y諮一！ぐ曾＿ず

、となる。
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故に熊蔀響＋c＋・）曝
　　　倉一k（2N　　十C十vα）一λ

故に　徳十λ一C吉γ）2＝壽1倉＋λ一盆）

これより

　　　E．＝m（C＋・）＋2N＋｛m（・＋・）＋2N｝2－4m2N云

（289）－47一

｝………………………………・…・・（3・8）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一λ
　　　　　　　　　　　　　　　　m2
を得る曾これがinn・v・ti・n　p・ssibility　func・i。nである．特にm．＝1の場合は

　　　li｝　－2N＋2　vi・N・＿Nπ一λ

となり，G（α）＝H（α）よりAX＝＝vとなる。故に（3．4）とよりレキ0なら

　　　x　N－　　2－Nγ
　　　a　＝　　　　　　　　γ
　　　ヘシく　AX　　　　　　　ハ
故に　K＝B＋λ一A　・＝　2N十2viN’2’N．－v

なほ作0ならaX一壱，K㌧4Nとなる。

　　　A　（3）Aをαの関数としてあたえる髪合。（3・6）からG（α）を消去すると

HL　1－。m－ k－。　H－1一号A希α

この微分方程式を解けば
　　　　　　　　　　　A　　　Hゴ≡2｛∫一篇d・＋C1｝

今一蒜一讐」讐（M・Nは定数）
とおけば

　　　H一醤「＋c、腎
従つて（3．6）より

　　　G一農＋c1

従つて（2）と同様にして

　　　套ゴ：盤‡溜ゴ＋c｝

　　　　　m　　　　a　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
となる。

　さて（3．7）の各成長率は（2．5）　と無関係であるが，（3．7）のうちoftlの

値以外の値は（2．5）および仮定皿，IV，Vに無関係に定まる。即ち，養t　u

④根号の前の符号が一のものはA＞0のときLL，’
A’－BN

－＜0を満足しない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　bA



一
48－（290） 第21巻　　第5・6号

とおけば　a＝Yk／Uより
　　　　　　ノN　　　　　ノN
　　　b＝a　（Yk－一一　U）

また仮定llより
　　ノx　　　　　　　　　　　　ハ
　　　K＝　（K十μ）　（U－－v）

従つてb＝＝　O，K＝0であれば

　　AX　　　A　　　Yk＝U＝v

となる。さてα㌔・0は明らかだが，Kの値は以ヒからは定まらない。その値が

定まれば
　　　ど　　　　うぐ　　　ラで

　　　U＝Y－K＝・v
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’よりY畏が定まり，bの定義式と仮定1とより

　　　Y㌔≒b胤←YL£「＝KX十v一λ

を得る。

　従つて♂，KXの値のみが仮定IV　Vに依存して定まるのである。要するに，仮

定1，Hのもとで一般の生産関数（2．1）　にa＝0，K＝0なる均衡成長径路

が在存すれば，必ず資本の限界生産力の増加率と平均生産力の増加率とは等し

くて一定値vである。特に生産関数（2．5）においては，その場合の資本の生

産弾力性の1直と資本の成長率とは技術関係（仮定IV，V）から規定され，よつ

て均衡的成長率が定まる。しかしその体系の初期値は生産関数（2．5）　を満足

する様に定められねばならない。

4　均衡的成長径路の安定性

　前節では均衡的成長径路の成立について考えたが，本節ではその安定性につ

　　　　　　　　をいて考える。α㌔K等の値は生産関数には関係しないが，その成長径路が安定

であるか否かは，　（3．2）かち明らかな様にp≧1或はα≧1に依存する。ま

たその体系が安定な場合の均衡径路への収束速度は微分方程式（3．3）の解に

依存し，従つて生産関数が直接関係することとなる。

　さて（3．2）については大域的には，ρ＜1，α＜1なら安定，ρ＜1，a＞1



要素増大的な生産関数について （291＞－49一

の場合およびρ＞1（この場合は必ずα〈1である）の場合は一般には不安定

である。ただし後者の場合は，特殊な場合には均衡値に収束することもあり得

る。　（〔2〕又は〔3〕参照）次の後者の場合を局所的に考察する。

　最初に（2．5）　がCES生産関数（ただしρ≒1）である場合を考える。従

つて

　　　⊥二A＝δ
　　　　P
とおけばδは定数でρ≧1に従つてδ≦Oである。さて

　　　　　　　　へ　　AX　　－
　　　α一一a“e＝・i　，K－k＝K

とおいて（3．2）の1次近似式を作れば

　　オーα￥幕δ｛G師一頁｝・…・一……………・…・…・…………（4・，1）

　　＿L　　　　　　　　　A・K　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿

　　　K＝一　（K十μ）　（1一αつK………………………………・・…　（4．2）

となる。この連立微分方程式の特性根は

　　　ξ、一αXbX墓αα㌔ξ，一一（ヘヤK十μ〉（1－・つ

である。ここにξ，キξ，と仮定する。故に（4．1），（4．2）の解として

　　　i－＝C・・lt＋亀糸5G’（。　e…

　　　K＝＝C2eξ・t　　　　　　．

を得る。従つてξ2＞0即ちaX＞1のときはKは必ず発散し，ξ，＜0，ξ、＞0の

ときはC，・＝　Oのときのみa，Kは収束する。従つて（3．5）　より，ρ＞1（こ

のときは必ず♂＜1である）の場合は初期条件如何によつては収束することが

あるが，ρ＜1，♂＞1の場合は絶対的に不安定である（書

　次にCES生産関数でない場合は

　　　δ＝δ（♂卜←δi（a）d十R

であるから（Rはαの2次以ir．の無限小），　（4．1）の右辺でδがδ　（a）になる

だけの差異であるから，CES生産関数の場合と全く同じ結論が成立する。

　終りにp＝1の場合，即ちCobb－Douglas生産関数の場合について大域的

に考えて見たい。　生産関数を

⑤この点に関して〔m〕P．17の末尾の記述は間違っている。



〆

一 50－（292）　　　　　　　　　　、第21巻　　’第5・6号

　　　Y－6（t）K・L・，C（t＞－A・B・

とすれば
　　　　　　　　　　へ　　　　　　A　　　，
　　　R＝C（t）＝αA十βB

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　　　Aであつて仮定VによつてRを最大にするA，Bは定数となる。また（3．2）、は

後半の’式のみが有効であつて，その式より

　　　　K＋bU。KK・＝βdt・（Hω十μ〉・と簾する）

これより

　　　R－c鐸き1爵…………・一……………………………………（4・3）

を得る。ただし，C1は積分定数であつて，　K‘＝o≦H（α）に従つてC1≧0である。

またγ＝Hix）十μである。故に

　　　K－C，（1＋C、e一γりeHμε，（C・〉・，C，一と）

を得る。従つて

　　　　　　　100，H（｝r）＞O
　　　　　　　　　　　　　　　　　　limR＝H（α）＝＝Rx　　　lim　K＝｛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　t→◎o　　　t→oo　　　　　　　lO，Hert）〈0　，

である。

　　　　　参　考　文　献

　　〔1〕　天野明弘，“Induced　Bias　in　Technological　Progrss　and　Econ－

　omic　Growth”，　理論経済学，17N・．3　（March，1967），1　一一17

　　〔2〕　Drandakis，E．M　and　Phelps，　E．　S．，　AModel　of　Induced

　Innovation，　Growth　Distribution”，　Economic　Journat，　76　（1966），

　　823－－840．

　　〔3〕　木藤正典，　“技術進歩と非一次同次生奮’山口経済学雑誌18（1968）

　　191－210．

　　〔4〕　　　　　，　“コプ・ダグラス生産関数の拡張ノ’山ロ経済学雑誌，19

　　（1969）　，　275－291．

　　〔5〕　Kennedy，　C．，　‘‘Induced　Bias　in　Innovation　and　the　Theory　of

　Distribution”，　Economic　Journal，74（1964），　544－547．

　　〔6〕　　Samuelson．　P．　A．，　‘‘A　Theory　of　Induced　Ihnovation　along

　　Kennedy－Weisacker　Lines；’Review　o∫　Econoinics　and　Statistics，

　47　（1965），　　343－356　．


